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滋賀県議会だより
2月定例会の概要2月定例会の概要

　2月定例会では、「平成22年度滋賀県一般会計予算」をはじめとする知事提出議
案67件と議員提出議案11件（決議・意見書）が上程されました。審議の結果、いず
れも原案のとおり可決したほか、11月定例会において継続審査とされていた「滋賀
会館の設置および管理に関する条例を廃止する条例案」を原案のとおり可決しま
した。
　また、各委員会では、付託された各議案ならびに請願、陳情、その他所管事項に
ついて審査および調査を行いました。特に新年度予算については、委員45人で構成
する予算特別委員会（委員長：三浦治雄議員、副委員長：中沢啓子議員）が設置さ
れ、3日間にわたり21人の委員が県当局に対し質疑を行い、さらに分科会調査を3日
間実施した上で、可決すべきものと決しました。

●平成22年度予算を可決
　2月定例会では、予算特別委員会の審査結果を受け、平成22年度滋賀県一般会計
予算を可決しました。一般会計の総額は、4,946億3千万円で、前年度当初と比べ金
額で94億5千万円、率にすると1.9％のプラスとなりました。ただし、国の経済危機
対策に対応した基金関連事業は173億円で、これらを除くと対前年比で約79億円、
1.6％の減となり、3年連続のマイナス予算となっています。

●滋賀会館の設置および管理に関する条例を廃止する条例案を可決
　滋賀会館の文化施設としての用途を平成22年4月から廃止するための条例案は、
昨年11月定例会で継続審査としていましたが、同館の今後の方針や県庁周辺の県
立施設活用策などについて議論が行われ、同条例案を可決しました。

●滋賀統合物流センター（ＳＩＬＣ）事業について
　滋賀県経済振興特区制度で認定を受け、米原市が計画している「滋賀統合物流
センター（ＳＩＬＣ）事業」について、事業担当である県幹部職員が逮捕されたこと
から、県の責任や今後の事業見通しなどについて活発な議論が展開されました。
  また、所管の厚生・産業常任委員会は、旧米原町長ほか5人を参考人招致し、事業
の経緯などについて調査を行いました。
　さらに、県当局に対して、事業の実現に向け必要な支援を積極的に行うことを求
める決議を可決しました。

自由民主党・真政会
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年
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予
算

　
知
事
は
、
常
々
、
県
民
の

不
安
を
安
心
に
変
え
る
政

策
を
実
施
す
る
と
述
べ
て
い
ま
す

が
、
こ
の
よ
う
な
厳
し
い
県
財
政

の
中
で
こ
そ
、
県
民
ニ
ー
ズ
に
最

大
限
合
致
す
る
選
択
と
集
中
が
必

要
で
す
。

　
知
事
の
財
政
運
営
は
縮
小
生
産

型
だ
が
、
積
極
投
資
の
財
政
運
営

も
必
要
で
あ
り
、
借
金
減
ら
し
し

か
考
え
な
い
政
策
で
は
だ
め
だ
と

の
批
判
が
あ
り
ま
す
。
平
成
22
年

度
予
算
は
、
ど
の
よ
う
な
考
え
方

で
、
ど
こ
に
重
点
を
置
い
て
編
成

し
た
の
か
伺
い
ま
す
。

　
施
策
の
全
般
に
わ
た
っ

て
緊
急
性
、
必
要
性
を
精
査

し
、
限
ら
れ
た
財
源
の
中
で
め
り

張
り
の
あ
る
予
算
編
成
に
最
大
限

努
力
し
ま
し
た
。
次
の
時
代
を
見

据
え
、
子
や
孫
に
つ
け
を
残
さ
な

い
よ
う
、
経
済
的
活
力
を
維
持
、

発
展
さ
せ
、
滋
賀
の
未
来
を
可
能

に
す
る
次
世
代
育
成
型
の
県
政
の

実
現
に
向
け
、
精
い
っ
ぱ
い
取
り

組
み
ま
し
た
。

　
こ
れ
ら
の
取
り
組
み
を
通
じ

て
、県
民
の
不
安
を
安
心
に
変
え
、

滋
賀
の
潜
在
力
を
新
た
に
引
き
出

し
、
未
来
可
能
な
安
心
希
望
社
会

を
県
民
と
と
も
に
実
現
し
た
い
と

考
え
て
い
ま
す
。

　
景
気
の
低
迷
や
企
業
業

績
の
悪
化
に
よ
る
法
人
二

税
や
所
得
の
減
少
な
ど
で
税
収
が

減
っ
た
分
、
県
は
地
方
交
付
税
や

県
債
、
国
に
か
わ
っ
て
行
う
身
が

わ
り
借
金
（
臨
時
財
政
対
策
債
※

）

で
対
応
す
る
新
年
度
予
算
を
組
み

ま
し
た
。

　
デ
フ
レ
不
況
が
長
引
き
、
公
共

事
業
の
削
減
が
常
態
化
す
る
中

で
、
そ
れ
に
替
わ
る
地
域
の
産
業

は
何
か
、
県
の
将
来
と
県
民
の
暮

ら
し
は
ど
う
な
る
の
か
、
ど
の
よ

う
に
し
て
県
の
成
長
戦
略
を
描
い

て
い
く
の
か
知
事
に
伺
い
ま
す
。

　
本
県
は
、
世
界
的
な
不
況

の
際
に
影
響
を
受
け
や
す

い
産
業
構
造
が
あ
り
ま
す
。
輸
出

中
心
、
第
二
次
産
業
中
心
の
産
業

構
造
を
よ
り
多
極
化
、多
様
化
し
、

足
腰
を
強
く
す
る
と
と
も
に
、
内

需
の
拡
大
を
図
る
こ
と
が
県
政
経

営
、
特
に
経
済
政
策
の
重
要
な
課

題
で
す
。

　
ま
た
、
人
口
減
少
、
少
子
高
齢

化
と
地
球
規
模
で
の
環
境
問
題
の

進
展
と
い
う
、
大
き
な
時
代
の
潮

流
を
し
っ
か
り
と
受
け
と
め
た
的

確
な
経
済
・
雇
用
政
策
が
求
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

　
県
で
は
、
滋
賀
本
来
の
素
材
に

磨
き
を
か
け
、
潜
在
的
な
力
を
引

き
出
し
な
が
ら
、
強
み
の
発
揮
で

き
る
産
業
を
育
て
る
「
滋
賀
の
未

来
成
長
戦
略
」
を
推
進
し
て
い
き

た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

知
事
の
基
本
姿
勢
・
県
政
経
営

　
知
事
は
、
提
案
説
明
の

中
で
次
期
知
事
選
挙
へ
の

出
馬
の
意
思
を
表
明
し
ま
し
た
。

引
き
続
き
県
政
を
担
お
う
と
す
る

限
り
は
、
厳
し
い
財
政
事
情
や
世

界
的
な
経
済
社
会
の
変
化
を
踏
ま

え
、
ど
の
よ
う
な
滋
賀
県
を
目
指

す
の
か
を
県
民
に
分
か
り
や
す
く

説
明
し
、
ビ
ジ
ョ
ン
を
示
す
必
要

が
あ
る
と
思
い
ま
す
が
、
知
事
の

所
見
を
伺
い
ま
す
。

　
私
と
し
て
は
、
未
来
に
向

け
て
安
心
が
で
き
、
希
望
が

持
て
る
社
会
の
実
現
に
取
り
組
む

必
要
が
あ
る
と
思
っ
て
い
ま
す
。

　
さ
ら
に
、
極
め
て
厳
し
い
経

済
・
雇
用
情
勢
の
中
で
、
社
会
経

済
情
勢
の
短
期
的
な
変
動
に
左
右

さ
れ
な
い
、
滋
賀
県
独
自
の
長
期

的
な
内
発
的
成
長
発
展
力
の
強
化

に
も
取
り
組
み
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。

　
こ
れ
か
ら
の
県
政
に
お
い
て

も
、
対
話
で
つ
な
ぐ
協
働
の
取
り

組
み
を
一
層
進
め
、
希
望
の
再
生

を
図
り
、
来
る
べ
き
地
域
主
権
時

代
に
お
い
て
、
地
域
の
多
様
な
主

体
の
参
加
に
よ
り
支
え
合
い
、
分

か
ち
合
い
、
結
果
と
し
て
高
め
合

う
仕
組
み
づ
く
り
を
進
め
た
い
と

考
え
て
い
ま
す
。

関
西
広
域
連
合
（
仮
称
）

　
１
月
８
日
に
開
催
さ
れ

た
関
係
府
県
知
事
会
議
に

つ
い
て
、
こ
の
秋
に
も
本
県
を
含

む
２
府
５
県
で
関
西
広
域
連
合
を

設
立
す
る
と
の
報
道
が
さ
れ
ま
し

た
。
知
事
は
、
こ
の
会
議
で
参
加

の
態
度
を
表
明
し
た
の
か
、ま
た
、

何
を
主
張
し
た
の
か
伺
い
ま
す
。

　
広
域
連
合
の
設
立
の
ね
ら
い
に

つ
い
て
は
一
定
理
解
で
き
た
と
し

て
も
、
参
加
す
る
に
は
、
個
別
の

事
業
が
本
県
に
と
っ
て
メ
リ
ッ
ト

が
あ
る
こ
と
や
費
用
対
効
果
の
検

証
が
重
要
で
す
。
知
事
は
、
関
西

広
域
連
合
に
何
を
期
待
し
て
い
る

の
か
伺
い
ま
す
。

正法寺の藤（日野町）

※「臨時財政対策債」････ 地方債の一種。国の地方交付税特別会計の財源が不足し、地方交付税として交付するべき財源が不足した場合に、その不足分を国と地方が折半して負担しますが、そ
の地方分として地方公共団体がみずから発行する地方債です。この臨時財政対策債の元利償還金相当額は、その全額を後年度、地方交付税の算定に用いられる地方公
共団体の標準的な財政需要額に算入され、地方の財政運営に支障のないよう措置されることとなっています。
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